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証券コード 6803 
平成24年６月４日 

株主各位  

東京都多摩市落合一丁目47番地   

  ティアック株式会社 
   取締役社長 英   裕 治
 

第64回定時株主総会招集ご通知 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 
 さて、当社第64回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さい
ますようご通知申し上げます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして、同封の議決権行
使書用紙に賛否をご表示いただき、平成24年６月21日(木曜日)午後５時40分までに到
着するようにご返送いただきたくお願い申し上げます。 敬 具 

記 
１. 日  時 平成24年６月22日（金曜日）午前10時 
２. 場  所 東京都多摩市落合一丁目43番地 

京王プラザホテル多摩 ４階アポロ 
３. 目的事項  
 報告事項 1.第64期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで） 

事業報告、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件 

  2.第64期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで） 
計算書類の内容報告の件 

 決議事項  
 第１号議案 取締役８名選任の件 
 第２号議案 監査役１名選任の件 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下

さいますようお願い申し上げます。 
◎ 本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結注記表および個別注記表につ

きましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当
社ウェブサイト(http://www.teac.co.jp/)に掲載しておりますので、本招集ご通
知には記載しておりません。したがって、本招集ご通知の添付書類は、監査報告
を作成するに際し、監査役および会計監査人が監査をした対象の一部であります。 

◎ 株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合
は、上記の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。 
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（添付書類） 

事 業 報 告 
  

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

 

1. 企業集団の現況に関する事項 

(1) 事業の経過及びその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による景気の低迷か

ら緩やかに持ち直しているものの、雇用情勢は依然厳しい状態が続いております。

また、米国経済の回復の遅れ、欧州の財政危機の影響による景気回復の停滞などに

より、世界経済は依然として先行き不透明な状況が続いています。 

音響機器事業の売上高は134億８千４百万円（前期比2.7％増）となり、営業利益

は９億９千７百万円（前期比330.2％増）となりました。 

高級AV機器（ESOTERICブランド）は、SACDプレーヤーの新製品が好評を博し、特

に国内での販売が大きく伸長しました。一般AV機器（TEACブランド）は、欧米での

景気停滞の影響を受け、販売は若干減速しましたが、期中に投入したPCオーディオ

関連の新製品により、国内市場向け販売が好調に推移しました。 

音楽制作オーディオ機器（TASCAMブランド）は、震災の影響による国内設備需要

の低迷、タイの洪水による商品供給の停滞及びコスト増、欧州の経済環境悪化によ

る売上減少等の問題も発生しましたが、放送局向け製品の大型受注に加え、引き続

きPCMレコーダー、コンピューター用オーディオインターフェイスの販売が世界的

に好調に推移したことにより、販売が伸長し、音響機器事業全体では前期と比較し

て、増収増益となりました。 

情報機器事業の売上高は122億２千２百万円（前期比43.4％減）となり、営業損

失は６億４千万円（前期営業利益５億７千６百万円）となりました。 

航空機搭載用記録再生機器は年間を通して安定した販売を維持、特に新製品の投

入が販売増に貢献しました。計測機器はデータレコーダーが鉄道関連を中心に概ね

順調に推移しましたが、センサー関連においてはLED用サファイア引き上げ機用ロ

ードセルが不振に終わりました。医用画像記録機器はブランド製品の販売がOEMの

落ち込みをカバーしたこと、また新製品投入効果もあり通期を通して堅調に推移し

ました。ディスクパブリッシング機器は海外でのカラーリボンの販売が伸びました。

通話録音機器はIT不況の中厳しい状況でしたが、第４四半期には市場の回復が見え
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販売が上向きに転じました。ソリューションビジネスはケアシステムの開発遅れで

販売が大きく落ち込みました。 

光ディスクドライブは原価アップ、タイの洪水の影響によるパソコン生産減の影

響が長引いたことによる販売数量の低下と光ディスクドライブの供給過剰から販売

価格が大きく下落し大幅な減収となり、情報機器事業全体でも前期と比較して減収

となり営業損失を計上しました。 

その他事業の売上高は９億８千９百万円（前期比53.4％減）、営業損失は１千８

百万円（前期営業利益１億９千４百万円）となり、EMS事業の売上高が減少したこ

とから減収減益となりました。 

当社グループは、光ディスクドライブの需要低迷とEMS事業の不振に加え、原材

料費や中国における人件費高騰等によるコスト増加、さらにタイ洪水の影響による

パソコン生産減の影響もあり、厳しい経営環境となりました。これに対し当社グル

ープは、希望退職を含む構造改革を実施し、その他経費削減にも努めてまいりまし

た。 

これらの結果、当連結会計年度の連結売上高は266億９千６百万円（前期比

27.6％減）、営業利益は３億３千８百万円（前期比66.3％減）、経常利益は１千９

百万円（前期比94.5％減）、当期純利益は８千９百万円（前期当期純損失13億３百

万円）となりました。 

以上のような状況をうけまして、当連結会計年度におきましては、今後の事業展

開、内部留保の充実を図るため、誠に遺憾ながら、配当を見送らせていただくこと

といたします。株主の皆様には誠に申し訳なく存じますが、何卒ご了解賜りますよ

うお願い申し上げます。 

企業集団の事業セグメント別売上高の状況は次のとおりであります。 
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企業集団の事業セグメント別売上高 

区 分 

第63期 第64期 

増 減 
(

平成22年４月１日から

平成23年３月31日まで) (
平成23年４月１日から

平成24年３月31日まで)
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

音 響 機 器 事 業 13,134 35.6 13,484 50.5 350 2.7 

情 報 機 器 事 業 21,610 58.6 12,222 45.8 △9,388 △43.4 

そ の 他 2,121 5.8 989 3.7 △1,132 △53.4 

合 計 36,867 100.0 26,696 100.0 △10,170 △27.6 

（注） 事業セグメントの区分の変更 

当社グループは、前連結会計年度までコンシューマオーディオ事業、プロフェッショナルオー

ディオ事業、インフォメーションシステム事業、ストレージデバイス事業、その他の５区分と

しておりましたが、当連結会計年度より平成23年７月16日付けで行われた組織変更に伴い、音

響機器事業、情報機器事業、その他に区分して説明しております。 
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(2) 設備投資の状況 

当社グループは、省力化、生産性の向上及び製品の信頼性向上のための投資を行

っています。当連結会計年度の設備投資については、測定器、金型等を中心として

経常的な投資にとどまりましたが、内訳は次のとおりであります。 

（設備投資の金額には消費税は含みません。） 

（単位：百万円） 

 当連結会計年度 前期比

音響機器事業 139  △29.9％

情報機器事業 151  △26.5％

その他及び全社共通 13  △80.8％

合計 304  △35.9％

また、所要資金は自己資金で賄っています。 

 

(3) 資金調達の状況 

当社グループの当連結会計年度の資金調達につきましては、記載すべき重要な事

項はありません。 

 

(4) 他の会社の株式その他の持分の取得又は処分の状況 

当社は、平成24年１月20日付けにてオンキヨー株式会社と資本・業務提携契約を

締結し、同年２月６日に第三者割当増資の引受けにより同社普通株式5,833千株を

約７億円で取得いたしました。 
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(5) 対処すべき課題 

平成24年１月20日発表のとおり、当社はオンキヨー株式会社と資本・業務提携を

行いました。それぞれのブランド力、販売力、技術力、生産力を持ち寄り、相互に

補完を行うことで、両社の販売拡大、製品付加価値の向上、製品競争力の強化や新

市場の開拓などにより、安定した業績の実現を目指すものであります。この課題達

成のための具体的な施策は以下のとおりです。 

 

・ 両社の英国・台湾における販売拠点の統合を完了いたしました。 

・ オンキヨー株式会社のドイツ子会社であるOnkyo Europe Electronics GmbHを、

欧州地域におけるTEAC、ESOTERICブランドのAV機器の販売代理店とし、同地域

での両社のコンシューマオーディオ製品の販売一元化を進めてまいります。 

・ 国内販売チャンネルを再編し、オンキヨーマーケティングジャパン株式会社と

連携し、営業力強化を進めます。また、国内向けオンラインショップについて

も統合いたします。 

・ それぞれが技術的優位性を持つ製品のうち、相互にOEM供給を行うモデルの選

定を終えており、年末商戦及びそれ以降に製品ラインナップの拡充を図ります。 

・ 両社の技術力を結集した新規カテゴリ製品の共同開発設計を進めてまいります。 

・ 現在当社が外部に委託しているモデル並びに一部当社中国工場で生産している

モデルについて、オンキヨーグループ工場へ生産委託することで原価低減を進

めてまいります。 

・ 国内における修理サービス機能・ネットワークを相互活用し、サービスコスト

の低減と顧客満足の向上を図ります。 

・ 両社の情報システム部門と、当社子会社の株式会社ティアックシステムクリエ

イトは人材交流を開始し、ICTインフラの統合や社内アプリケーションシステ

ムの標準化により、ICTコストの低減並びにBCP対応を進めてまいります。 
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(6) 財産及び損益の状況 

区  分 

第 61 期 
 

(平成21年３月期)

第 62 期 
 

(平成22年３月期)

第 63 期 
 

(平成23年３月期)

第 64 期 
(当連結会計年度) 

(平成24年３月期) 

売 上 高 （百万円） 51,188 40,739 36,867 26,696 

経 常 利 益 （百万円） 134 31 348 19 

当 期 純 利 益 又 は 
当期純損失 (△ ) 

（百万円） 130 64 △1,303 89 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

（円） 0.45 0.22 △4.52 0.31 

純 資 産 （百万円） 5,946 5,805 3,824 3,790 

総 資 産 （百万円） 26,883 26,933 21,289 19,637 
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(7) 重要な親会社及び子会社の状況 

① 親会社との関係 

該当事項はありません。 

 

② 重要な子会社の状況 

会  社  名 資本金又は出資金 議決権比率 主要な事業内容 

 千 ％  

テ ィ ア ッ ク  ア メ リ カ INC. US$   58,360 100.0 当 社 製 品 の 販 売 

台 湾 テ ィ ア ッ ク 有 限 公 司 NT$  174,070 100.0 当 社 製 品 の 販 売 

ティアック マニュファクチャリング ソリューションズ株式会社 ￥    39,200 100.0
情報機器製品・高級AV機器の 
製造受託、部品の製造販売 

テ ィ ア ッ ク  カ ナ ダ  LTD. CAN$   1,400 100.0 当 社 製 品 の 販 売 

テ ィ ア ッ ク  U  K  LTD. GBP    3,800 100.0 当 社 製 品 の 販 売 

テ ィ ア ッ ク  ヨ ー ロ ッ パ GmbH EUR    2,061 100.0 当 社 製 品 の 販 売 

株式会社ティアックシステムクリエイト ￥    90,000 100.0
ソフト開発及び 

システム機器販売 

P.T.ティアック エレクトロニクス インドネシア US$    1,000 100.0 情報機器製品の製造販売 

ティアック メキシコ S.A. de C.V. N$    67,400 100.0 当 社 製 品 の 販 売 

ティアック オーディオ(チャイナ)CO.,LTD. HK$   27,000 100.0 音響機器の部品調達及び仲介 

東莞ティアック エレクトロニクスCO.,LTD. HK$   20,000 100.0 音 響 機 器 の 製 造 販 売 

エ ソ テ リ ッ ク 株 式 会 社 ￥    90,000 100.0 高 級 A V 機 器 の 販 売 

M T S 株 式 会 社 ￥    10,000 100.0 当 社 製 品 の サ ー ビ ス 

（注）1. 議決権比率は間接保有を含めた議決権比率を記載しております。 

2. 100％間接保有の子会社は、ティアック カナダ LTD.、ティアック UK LTD.、P.T.ティアック 

エレクトロニクス インドネシア、ティアック メキシコ S.A. de C.V.、東莞ティアック エ

レクトロニクス CO.,LTD.であります。 

3. ティアック エレクトロニクス(M)Sdn.Bhd.は、平成23年７月１日に解散を決議しており、清

算手続き中であります。 
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(8) 主要な事業内容 

事業セグメント 主 要 製 品 

音 響 機 器 事 業
高級AV機器、一般AV機器、 

音楽制作オーディオ機器、特殊イヤホン機器 

情 報 機 器 事 業

航空機搭載用記録再生機器、医用画像記録機器、 

計測機器（トランスデューサー、データレコーダー）、 

通話録音機器、ソリューションビジネス、 

介護支援個別ケアシステム、ディスクパブリッシング機器、 

コンピューター周辺機器、民生用及び産業用製品向けドライブ 

 

(9) 主要な営業所及び工場 

① 当社 

テ ィ ア ッ ク 株 式 会 社 本社 東京都多摩市 

② 子会社 

ティアック マニュファクチャリング ソリューションズ株式会社 本社及び工場 東京都青梅市 

テ ィ ア ッ ク  ア メ リ カ  INC. 本社 米国 カリフォルニア州 

テ ィ ア ッ ク  ヨ ー ロ ッ パ  GmbH 本社 ドイツ ヘッセン州 

P.T.ティアック エレクトロニクス インドネシア 本社及び工場 インドネシア バタム島 

東 莞 テ ィ ア ッ ク  エ レ ク ト ロ ニ ク スCO.,LTD. 本社及び工場 中国 広東省 

 

(10) 使用人の状況（平成24年３月31日現在） 

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減 

名 名 

1,637 △310 

（注）1. 上記使用人数は就業人員であり、臨時従業員は含んでおりません。 

2. 使用人数減少の主な理由は、当社における希望退職者募集の実施及び海外生産子会社の生産

減少等に伴うものであります。 
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(11) 主要な借入先及び借入額（平成24年３月31日現在） 

借   入   先 借   入   額 

 百万円 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,235 

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 1,050 

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,050 

 

(12) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

当社は、平成24年１月20日付けにてオンキヨー株式会社と資本・業務提携契約を

締結し、同社が、当社の発行済株式総数の10.00％を取得し、当社の主要株主とな

りました。 

 

2. 会社の株式に関する事項 

(1) 発行可能株式総数 400,000,000株

(2) 発行済株式の総数 288,344,181株（自己株式972,953株を除く） 

(3) 株主数 14,943名

(4) 大株主 

株   主   名 持 株 数 持 株 比 率 

 千株 ％ 

フェニックス・キャピタル・パートナーズ・ワン投資事業組合 
業務執行組合員 フェニックス・キャピタル株式会社 

121,444 42.11 

オ ン キ ヨ ー 株 式 会 社 28,932 10.03 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 25,100 8.70 

ジ ャ パ ン ・ リ カ バ リ ー ・ フ ァ ン ド Ⅲ 
業務執行組合員 フェニックス・キャピタル株式会社 

12,128 4.20 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,433 1.19 

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 2,670 0.92 

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 2,201 0.76 

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 2,007 0.69 

テ ィ ア ッ ク 取 引 先 持 株 会 1,345 0.46 

株 式 会 社 損 害 保 険 ジ ャ パ ン 1,342 0.46 

（注） 持株比率は、自己株式（972,953株）を控除して計算しております。 
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3. 会社役員に関する事項 

(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成24年３月31日現在） 

地   位 氏   名 担当及び重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 社 長 英  裕 治  

取 締 役 野 村 佳 秀 コーポレート本部長 

取 締 役 吉 田 啓 介 情報機器事業部長兼情報機器営業部長兼開発部長 

取 締 役 椎 原 祥一朗 音響機器事業部長 

取 締 役 中 尾 光 成 
フェニックス・キャピタル株式会社取締役 
アルテック株式会社社外取締役 

取 締 役 前 野 龍 三 世紀東急工業株式会社社外取締役 

常 勤 監 査 役 牧 野 信 明  

監 査 役 平 岡  繁 
公認会計士、税理士 
フェニックス・キャピタル株式会社常勤社外監査役 
アルテック株式会社社外監査役 

監 査 役 原  琢 己 弁護士 

（注）1. 中尾光成及び前野龍三の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

2. 平岡 繁及び原 琢己の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

また、原 琢己氏につきましては、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。 

3. 監査役牧野信明氏は当社グループ内の経理関連部門で経理経験を有し、また、監査役平岡 

繁氏は公認会計士、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有

するものであります。 

4. 監査役辻 武保氏は、平成23年６月23日開催の第63回定時株主総会終結の時をもって辞任い

たしました。 
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額 

区  分 支給人員 報酬等の額 

取  締  役 ８名 56百万円 

監  査  役 ５名 15百万円 

合  計 13名 71百万円 

（注） 上記の支給人員には、平成23年６月23日開催の第63回定時株主総会終結の時をもって退任した

取締役２名及び監査役（社外監査役）２名を含んでおります。 

 

(3) 社外役員に関する事項 

① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係 

フェニックス・キャピタル株式会社は、当社の大株主であるフェニックス・キ

ャピタル・パートナーズ・ワン投資事業組合及びジャパン・リカバリー・ファ

ンドⅢの業務執行組合員であります。フェニックス・キャピタル株式会社と当

社との間に取引関係はありません。 

また、アルテック株式会社及び世紀東急工業株式会社と当社との間に取引関係

はありません。 

 

② 当事業年度における主な活動状況 

区 分 氏  名 主 な 活 動 状 況 

社外取締役 中 尾 光 成 
当期開催の取締役会16回のうち14回に出席し、議案審議等に
必要な発言を適宜行っております。 

社外取締役 前 野 龍 三 
当期開催の取締役会16回のうち14回に出席し、議案審議等に
必要な発言を適宜行っております。 

社外監査役 平 岡  繁 
当期開催の取締役会16回のうち15回に出席し、また、当期開
催の監査役会14回のうち13回に出席し、主に公認会計士とし
ての専門的見地からの発言を行っております。 

社外監査役 原  琢 己 
平成23年６月23日就任以来開催の取締役会12回のうち10回に
出席し、また、監査役会10回のすべてに出席し、主に弁護士
としての専門的見地からの発言を行っております。 
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③ 責任限定契約の内容の概要 

当社の社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任契約を締結しております。当該契約に基づく損

害賠償責任の限度額は、社外取締役及び社外監査役ともに金500万円又は法令の

定める最低責任限度額のいずれか高い額としております。 

 

④ 社外役員の報酬等の総額 

当事業年度における社外役員（６名）の報酬等の総額は、10百万円であります。 

 

 

4. 会計監査人の状況 

(1) 会計監査人の名称 太陽ASG有限責任監査法人 

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 48百万円 

② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 48百万円 

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、これらの合計額を記載しております。 

(3) 重要な子会社の監査 

当社の重要な子会社のうち、ティアック アメリカ INC.を始めとする海外子会社

７社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。 

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

当社都合の場合のほか、当該会計監査人が、会社法・公認会計士法等の法令に違

反・抵触した場合及び公序良俗に反する行為があったと判断した場合、監査役会は、

その事実に基づき当該会計監査人の解任又は不再任の検討を行い、解任又は不再任

が妥当と判断した場合は、監査役会規則に則り「会計監査人の解任又は不再任」を

株主総会の付議議案とすることを取締役会へ請求し、取締役会はそれを審議いたし

ます。 
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5. 業務の適正を確保するための体制 

当社は、業務の適正を確保するための体制の整備のため、内部統制システム構築

の基本方針を以下のとおり定めております。 

(1) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

① 取締役は、株主総会、取締役会及び関連資料等、取締役の職務の執行に係る情

報について、法令・社内規程に基づき、保存・管理を行う。 

② 取締役社長は、上記情報の保存及び管理の監視・監督責任者として、必要に応

じて取締役、監査役、会計監査人等が閲覧できるよう保存期間管理する。 

(2) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① 当社は、損失の危険の管理を統括する組織として、取締役社長を監視・監督責

任者とする「ビジネスリスクマネジメント委員会」を設け、各部門のリスクマ

ネジメント業務を統括するとともに、全社的な視点からリスクマネジメントの

基本方針、その他重要事項の決定を行う。 

② 「ビジネスリスクマネジメント委員会」は、当社の内在するリスクを把握、分

析、評価した上で適切な対策を実施するとともに、各部門のリスクマネジメン

ト状況を監督し、定期的な見直しを行う。当社は平時においては、各部門にお

いてその部門のリスクの洗い出しを行い、そのリスクの軽減化に取り組むとと

もに、有事においては「危機管理規程」に従い、会社全体として対応すること

とする。 

(3) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 当社は、定時取締役会、臨時取締役会により、重要事項の決定並びに取締役の

業務執行状況の監督等を行うとともに、取締役会の機能をより強化し経営効率

を向上させるため、全取締役、常勤監査役、執行役員等が出席する経営執行会

議を開催し、業務執行に関する基本的事項及び重要事項に係る意思決定を機動

的に行う。なお、経営環境に機敏に対応するため、当社は取締役の任期を１年

とし、あわせて業務の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、取締役会

のチェック機能を強化するため、執行役員制を導入している。 

② 業務の運営について、取締役会は、将来の事業環境を踏まえ中期経営計画及び

各年度予算を立案し、全社的な経営目標を設定する。各部門においては、その

経営目標達成に向け具体策を立案・実行する。また、取締役会は、経営目標が

当初の予定どおりに進捗しているか、業績報告を通じて定期的にチェックを行

う。 
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③ 当社は、日常の業務の執行に際し、各レベルの責任者が職務権限の委譲に基づ

き、業務を遂行する体制をとる。 

(4) 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制 

① 当社は、「ビジネスリスクマネジメント委員会」にコンプライアンスを統括さ

せる。コンプライアンスの推進については、「ティアックグループコンプライ

アンス規程」を制定し、取締役・使用人等が、コンプライアンスを重視して自

らの業務運営にあたるよう、研修等を通じて指導する。 

② 当社は公益通報者保護法に基づく「内部通報制度」により、取締役・使用人等

が社内においてコンプライアンス違反行為が行われ、また行われようとしてい

ることに気付いたときは、制度で定める「窓口部門」に通報しなければならな

いと定めている。会社は通報者、通報内容について開示しないものとする。 

③ また、「ティアックグループコンプライアンス規程」において、ティアックグ

ループ社員は反社会的勢力・団体に対しては断固たる行動をとり、一切の関係

を拒絶し、その活動を助長するような行為をしてはならない旨規定し、反社会

的勢力・団体に対しては、弁護士、警察等とも連携し組織的に対応する。 

④ 当社は、財務報告の信頼性を確保するために、一般に公正妥当と認められる財

務報告に係る内部統制の評価の基準に従い、財務報告に係る内部統制の有効性

を評価、報告する体制を整備し運用する。 

(5) 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適

正を確保するための体制 

① 当社企業グループでは、各社の取締役の職務の執行に係る情報について、取締

役社長を監視・監督責任者として、法令・社内規程に基づき、保存・管理を行

い、必要に応じて当社取締役、監査役、内部監査室への閲覧可能な状態とする

体制を整備する。 

② 当社は、「ビジネスリスクマネジメント委員会」が当社企業グループ全体のコ

ンプライアンス・リスク管理を統括・推進する体制とし、当社企業グループ各

社のコンプライアンス・リスク管理教育、指導を行うとともに問題点の把握に

努める。 

③ また、平成18年４月に設置された内部監査室は、当社及び当社企業グループの

組織体制の整備及び業務の執行状況を評価し、経営改善のための提言を行うと

ともに、不適切な取引又は会計処理を防止する。 
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(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項 

当社は、現在は監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、監査役がその職

務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、必要に応じて専任あるいは兼

任の補助スタッフを置くこととする。 

(7) (6)の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役の職務を補助すべき使用人の独立性を確保するため、当該使用人の任命、

異動等の人事権に係わる事項の決定には、監査役会の事前の同意を得るものと

し、人事考課については、常勤監査役の意見を考慮して行う。 

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に

関する体制 

① 取締役は、当社取締役会規程に定める取締役会決議事項（法令に定められた事

項、定款に定められた事項、重要な業務に関する事項）並びに各取締役の職務

の状況についての報告をするための体制をとる。 

② 取締役、執行役員等は、重要な業務の執行状況についての報告をするための体

制をとる。 

③ 取締役は、監査役の業務監査にあたり使用人が重要な業務の執行状況について

の報告をするための体制をとる。 

④ 「ビジネスリスクマネジメント委員会」ほか経営執行会議下部組織は、監査役

に定期的に報告をするための体制をとる。 

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

① 取締役は、監査役の監査が実効的に行われることを確保するため、当社の会計

監査人と会計監査内容についての情報の交換が十分に行えるための体制をとる。 

② 内部監査室は、監査役と定期的な情報の交換を行い、連携を図る体制をとる。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 

（平成24年３月31日現在） 

(単位：百万円) 
 

科      目 金   額 科      目 金   額 

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）  

 流 動 資 産 15,093  流 動 負 債 8,521 

  現 金 及 び 預 金 4,915   支払手形及び買掛金 1,988 

  受取手形及び売掛金 4,894   短 期 借 入 金 4,511 

  商 品 及 び 製 品 3,050   リ ー ス 債 務 31 

  原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,244   未 払 法 人 税 等 78 

  繰 延 税 金 資 産 661   賞 与 引 当 金 270 

  前 払 費 用 210   製 品 保 証 引 当 金 247 

  そ の 他 220   返 品 調 整 引 当 金 99 

  貸 倒 引 当 金 △103   事業構造改善引当金 53 

 固 定 資 産 4,543   未 払 金 211 

  有 形 固 定 資 産 2,721   未 払 費 用 842 

   建 物 及 び 構 築 物 753   そ の 他 186 

   機械装置及び運搬具 233  固 定 負 債 7,324 

   工具、器具及び備品 316   長 期 借 入 金 13 

   土 地 1,315   リ ー ス 債 務 40 

   リ ー ス 資 産 69   繰 延 税 金 負 債 172 

   建 設 仮 勘 定 32   退 職 給 付 引 当 金 7,075 

  無 形 固 定 資 産 402   資 産 除 去 債 務 12 

   の れ ん 9   そ の 他 9 

   ソ フ ト ウ エ ア 91 負 債 合 計 15,846 

   そ の 他 301 （ 純 資 産 の 部 ）  

  投資その他の資産 1,419  株 主 資 本 8,458 

   投 資 有 価 証 券 961   資  本  金 6,000 

   繰 延 税 金 資 産 132   資 本 剰 余 金 306 

   破 産 更 生 債 権 等 224   利 益 剰 余 金 2,259 

   敷 金 及 び 保 証 金 227   自  己  株  式 △107 

   そ の 他 97  その他の包括利益累計額 △4,667 

   貸 倒 引 当 金 △224   その他有価証券評価差額金 105 

   為 替 換 算 調 整 勘 定 △4,773 

 純 資 産 合 計 3,790 

資 産 合 計 19,637 負 債 ・ 純 資 産 合 計 19,637 

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて、表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 
   

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

(単位：百万円) 
 

科      目 金      額 

売 上 高 26,696 

売 上 原 価 16,868 

売 上 総 利 益 9,828 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,489 

営 業 利 益 338 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 3  

受 取 配 当 金 11  

そ の 他 102 117 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 185  

売 上 割 引 175  

手 形 売 却 損 11  

為 替 差 損 43  

そ の 他 20 436 

経 常 利 益 19 

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 13  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 15  

そ の 他 0 29 

特 別 損 失  

特 別 退 職 金 22  

そ の 他 3 25 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 23 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 58  

過 年 度 法 人 税 等 14  

法 人 税 等 調 整 額 △139 △66 

少数株主損益調整前当期純利益 89 

当 期 純 利 益 89 

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて、表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 
    

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

(単位：百万円) 
 

 
株  主  資  本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成23年４月１日期首残高 6,781 1,008 687 △106 8,369 

当 期 変 動 額   

 資本金から剰余金への振替 △781 781 － 

 欠 損 填 補 △1,482 1,482 － 

 当 期 純 利 益  89 89 

 自 己 株 式 の 取 得  △0 △0 

 株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

  

当 期 変 動 額 合 計 △781 △701 1,571 △0 89 

平成24年３月31日期末残高 6,000 306 2,259 △107 8,458 

 

 

その他の包括利益累計額 

純資産合計 そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

そ の 他 の 
包 括 利 益 
累計額合計 

平成23年４月１日期首残高 99 △4,645 △4,545 3,824 

当 期 変 動 額  

 資本金から剰余金への振替 － 

 欠 損 填 補 － 

 当 期 純 利 益 89 

 自 己 株 式 の 取 得 △0 

 株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

5 △128 △122 △122 

当 期 変 動 額 合 計 5 △128 △122 △33 

平成24年３月31日期末残高 105 △4,773 △4,667 3,790 

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて、表示しております。 
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貸 借 対 照 表 
 

（平成24年３月31日現在）

（単位：百万円） 
 

科      目 金   額 科      目 金   額 

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）  

 流 動 資 産 10,781  流 動 負 債 10,484 

  現 金 及 び 預 金 3,529   支 払 手 形 513 

  受 取 手 形 43   買 掛 金 1,296 

  売 掛 金 5,251   短 期 借 入 金 7,599 

  商 品 1,178   リ ー ス 債 務 25 

  原 材 料 458   未 払 金 219 

  前 渡 金 5   未 払 費 用 313 

  前 払 費 用 152   未 払 法 人 税 等 29 

  繰 延 税 金 資 産 128   前 受 金 13 

  関係会社短期貸付金 359   預 り 金 53 

  未 収 入 金 432   賞 与 引 当 金 205 

  そ の 他 1   製 品 保 証 引 当 金 84 

  貸 倒 引 当 金 △760   返 品 調 整 引 当 金 42 

 固 定 資 産 13,047   事業構造改善引当金 9 

  有 形 固 定 資 産 1,835   そ の 他 79 

   建 物 444  固 定 負 債 6,931 

   構 築 物 3   長 期 借 入 金 13 

   機 械 及 び 装 置 7   リ ー ス 債 務 26 

   車 両 運 搬 具 0   退 職 給 付 引 当 金 6,858 

   工具、器具及び備品 53   繰 延 税 金 負 債 20 

   土 地 1,277   資 産 除 去 債 務 10 

   リ ー ス 資 産 49   そ の 他 1 

  無 形 固 定 資 産 40 負 債 合 計 17,415 

   ソ フ ト ウ エ ア 37 （ 純 資 産 の 部 ）  

   そ の 他 2  株 主 資 本 6,307 

  投資その他の資産 11,171   資  本  金 6,000 

   投 資 有 価 証 券 961   資本剰余金 306 

   関 係 会 社 株 式 9,594    そ の 他 資 本 剰 余 金 306 

   関係会社長期貸付金 345   利益剰余金 107 

   破 産 更 生 債 権 等 219    そ の 他 利 益 剰 余 金 107 

   長 期 前 払 費 用 29     繰 越 利 益 剰 余 金 107 

   敷 金 及 び 保 証 金 185   自 己 株 式 △107 

   そ の 他 54  評価・換算差額等 105 

   貸 倒 引 当 金 △219    その他有価証券評価差額金 105 

 純 資 産 合 計 6,413 

資 産 合 計 23,829 負 債 ・ 純 資 産 合 計 23,829 

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて、表示しております。 
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損 益 計 算 書 
   

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

（単位：百万円） 
 

科      目 金      額 

売 上 高 20,572 

売 上 原 価 13,686 

返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額 16 

売 上 総 利 益 6,869 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,564 

営 業 利 益 304 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 5  

受 取 配 当 金 76  

受 取 地 代 家 賃 100  

そ の 他 19 200 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 171  

為 替 差 損 55  

そ の 他 32 259 

経 常 利 益 246 

特 別 利 益  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 15  

そ の 他 0 15 

特 別 損 失  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 241  

そ の 他 6 248 

税 引 前 当 期 純 利 益 13 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △49  

法 人 税 等 調 整 額 △45 △94 

当 期 純 利 益 107 

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて、表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
    

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

(単位：百万円) 
 

 

株  主  資  本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成23年４月１日期首残高 6,781 1,008 － 1,008 

当 期 変 動 額  

 資本金から剰余金への振替 △781 781 781 

 準備金から剰余金への振替 △1,008 1,008 － 

 欠 損 填 補 △1,482 △1,482 

 当 期 純 利 益  

 自 己 株 式 の 取 得  

 株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 （ 純 額 ）
 

当 期 変 動 額 合 計 △781 △1,008 306 △701 

平成24年３月31日期末残高 6,000 － 306 306 

 

 

株  主  資  本 
評価･換算

差額等 

純資産合計 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金
その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成23年４月１日期首残高 △1,482 △106 6,199 99 6,299 

当 期 変 動 額  

 資本金から剰余金への振替 － － 

 準備金から剰余金への振替 － － 

 欠 損 填 補 1,482 － － 

 当 期 純 利 益 107 107 107 

 自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0 

 株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 （ 純 額 ）
5 5 

当 期 変 動 額 合 計 1,590 △0 107 5 113 

平成24年３月31日期末残高 107 △107 6,307 105 6,413 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて、表示しております。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本 
 

 

独立監査人の監査報告書 
 

平成24年５月16日 
 

テ ィ ア ッ ク 株 式 会 社 
 

 取 締 役 会  御 中 
 
 

太 陽 Ａ Ｓ Ｇ 有 限 責 任 監 査 法 人 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 野 辺 地  勉 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 大 村  茂 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 金 子 勝 彦 ㊞

 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ティアック株式会社の平成23年４月１日

から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 

 

連結計算書類に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。 
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監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。 

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監

査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、ティアック株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る

期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

 

以 上 
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会計監査人監査報告書謄本 
 

 

独立監査人の監査報告書 
 

平成24年５月16日 
 

テ ィ ア ッ ク 株 式 会 社 
 

 取 締 役 会  御 中 
 
 

太 陽 Ａ Ｓ Ｇ 有 限 責 任 監 査 法 人 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 野 辺 地  勉 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 大 村  茂 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 金 子 勝 彦 ㊞

 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ティアック株式会社の平成23年４

月１日から平成24年３月31日までの第64期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 

 

計算書類等に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
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監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附

属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ

の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適

正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細

書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

 

以 上 
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監査役会監査報告書謄本 
 

 

 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第64期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下

のとおり報告いたします。 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備

に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主

要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務

の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体

制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制シス

テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。 

 なお、財務報告に係る内部統制については取締役等及び太陽ＡＳＧ有限責任監査法人から当該

内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子会社に

ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属

明細書について検討いたしました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28

日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 
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２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

   会計監査人太陽ＡＳＧ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 (3) 連結計算書類の監査結果 

   会計監査人太陽ＡＳＧ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

  平成24年５月17日 

ティアック株式会社 監査役会 

常勤監査役 牧 野 信 明 ㊞

社外監査役 平 岡   繁 ㊞

社外監査役 原   琢 己 ㊞
 

以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案および参考事項 

第１号議案 取締役８名選任の件 

取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つき

ましては、経営体制の強化を図るため、２名増員し、取締役８名の選任をお願

いいたしたいと存じます。 

取締役候補者は次のとおりであります。 

候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位および担当ならびに 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る 
当社株式数 

１ 英
はなぶさ

   裕
ゆう

 治
じ

 

(昭和36年９月17日生)

昭和60年４月 当社入社 

93,000株 

平成13年２月 当社タスカム部長 
平成16年６月 当社執行役員タスカムビジネスユニ

ットマネジャー 
平成17年５月 当社執行役員エンタテイメント・  

カンパニープレジデント 
平成18年６月 当社代表取締役社長（現任） 

２ 野
の

 村
むら

  佳
よし

 秀
ひで

 

(昭和29年８月11日生)

昭和52年４月 当社入社 

65,000株 

平成11年６月 当社業務企画部長 
平成15年８月 当社財務部長 
平成16年６月 当社執行役員財務部長 
平成19年６月 当社取締役財務部長 
平成22年４月 当社取締役コーポレート本部長 
平成24年５月 当社取締役コーポレート本部長兼経

営情報部長（現任） 

３ 吉
よし

 田
だ

  啓
けい

 介
すけ

 

(昭和30年４月５日生)

昭和53年４月 報映産業株式会社入社 

21,000株 

平成16年11月 株式会社タケシバ電機入社 
平成17年６月 同社専務取締役 
平成19年９月 当社入社 
平成22年１月 当社情報機器事業部副事業部長 
平成22年４月 当社インフォメーションシステム事

業部長 
平成23年６月 当社取締役インフォメーションシス

テム事業部長 
平成23年７月 当社取締役情報機器事業部長兼情報

機器営業部長兼開発部長（現任） 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位および担当ならびに 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る 
当社株式数 

４ 椎
しい

 原
はら

 祥
しょう

一
いち

朗
ろう

 

(昭和40年２月８日生)

平成元年４月 当社入社 

22,000株 

平成18年６月 当社エンタテイメント・カンパニー
タスカム営業部長 

平成18年10月 当社タスカムビジネスユニット長兼
営業部長 

平成20年６月 当社プロフェッショナル機器事業部
長兼タスカム営業部長 

平成22年４月 当社プロフェッショナルオーディオ
事業部長兼タスカム営業部長 

平成23年６月 当社取締役プロフェッショナルオー
ディオ事業部長兼タスカム営業部長 

平成23年７月 当社取締役音響機器事業部長 
（現任） 

５ 前
まえ

 野
の

  龍
りゅう

 三
ぞう

 

(昭和46年10月１日生)

平成６年４月 株式会社三菱銀行入行 

0株 

平成20年４月 フェニックス・キャピタル株式会社
ディレクター 

平成21年６月 当社取締役（現任） 
平成21年10月 フェニックス・キャピタル株式会社

マネージングディレクター 
平成24年４月 同社取締役（現任） 
(重要な兼職の状況) 
フェニックス･キャピタル株式会社取締役 

６ 
※ 

田
た

 村
むら

  正
まさ

 博
ひろ

 

(昭和28年11月27日生)

昭和52年４月 井関農機株式会社入社 

0株 

昭和55年９月 ソニー株式会社入社 
平成６年９月 同社オーディオ事業本部・商品企画

部統括部長 
平成17年９月 同社テレビ事業本部商品企画・マー

ケティング部統括部長 
平成22年３月 株式会社ゼンショー執行役員 
平成22年７月 株式会社なか卯代表取締役社長 
平成23年10月 当社入社、常務執行役員事業戦略担

当 
平成24年５月 当社常務執行役員経営統括本部長 

（現任） 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位および担当ならびに 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る 
当社株式数 

７ 
※ 

三
み

 村
むら

  智
とも

 彦
ひこ

 

(昭和44年３月３日生)

平成４年４月 株式会社三菱銀行入行 

0株 

平成14年３月 フェニックス・キャピタル株式会社
取締役 

平成20年６月 同社代表取締役（現任） 
(重要な兼職の状況) 
フェニックス･キャピタル株式会社代表取締役 

８ 
※ 

大
おお

 朏
つき

  宗
むね

 徳
のり

 

(昭和45年１月28日生)

平成８年３月 ビジネスネットワークテレコム株式
会社（現：オンキヨーエンターテイ
メントテクノロジー株式会社）代表
取締役社長 

0株 

平成18年６月 オンキヨー株式会社（現：オンキヨ
ーサウンド＆ビジョン株式会社）取
締役 執行役員事業開発本部長 

平成19年６月 同社代表取締役副社長 
平成21年６月 同社代表取締役社長 
平成22年10月 オンキヨー株式会社代表取締役社長 
平成24年１月 Gibson Guitar Corp.取締役（現任）
平成24年４月 オンキヨー株式会社代表取締役社長

CEO（現任） 
(重要な兼職の状況) 
オンキヨー株式会社代表取締役社長CEO 

(注) 1. ※は新任の取締役候補者であります。 
2. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 
3. 前野龍三、三村智彦および大朏宗徳の３氏は、社外取締役候補者であります。 
4. 社外取締役候補者の選任理由および社外取締役としての職務を適切に遂行することができる

と当社が判断した理由について 
前野龍三および三村智彦の両氏につきましては、それぞれ外部の視点から経営に関する専門
的な知識・経験等を当社の経営に活かしていただきたいため、社外取締役としての選任をお
願いするものであります。 
大朏宗徳氏は、当社とオンキヨー株式会社が締結している資本・業務提携契約に基づき推薦
を受けた候補者であり、本人の職務経験および人格、識見等も含め総合的に判断し、社外取
締役としての選任をお願いするものであります。 
なお、前野龍三氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって３年となります。 

5. 社外取締役との責任限定契約について 
当社は社外取締役として有能な人材を迎えることができるよう、社外取締役との間で、当社
への損害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款で定めており、社外取締
役候補者前野龍三氏は、当社との間で当該責任限定契約を締結しております。三村智彦およ
び大朏宗徳の両氏につきましても、当該責任限定契約を締結する予定であります。 
その契約内容の概要は次のとおりであります。 

・社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、金500万円
または会社法第425条第１項各号に定める金額の合計額のいずれか高い金額を限度とし
て、その責任を負う。 

・上記の責任限定が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となった職務遂行に
ついて善意でありかつ重大な過失がないときに限るものとする。 
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第２号議案 監査役１名選任の件 

監査役牧野信明氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監

査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 

監査役候補者は次のとおりであります。 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式数 

牧
まき

 野
の

  信
のぶ

 明
あき

 
 

(昭和24年３月27日生) 

昭和46年４月 当社入社 

29,000株 
昭和56年６月 当社経理部財務課長 
平成18年６月 当社内部監査室長 
平成20年６月 当社常勤監査役（現任） 

(注) 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

以 上 
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〈メ モ 欄〉 
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〈メ モ 欄〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

株主総会会場ご案内図 
 

会 場 東京都多摩市落合一丁目43番地 

   京王プラザホテル多摩 ４階アポロ 

   電話 042－374－0111（代） 

 

 

 

交 通 

京王相模原線「京王多摩センター駅」下車 徒歩 約２分 

小田急多摩線「小田急多摩センター駅」下車 徒歩 約２分 

多摩都市モノレール「多摩センター駅」下車 徒歩 約２分 
 




